
 

 

 

平成 23 年 5 月 13 日 

 

 

平成 23 年度「公益信託 農林中金 80 周年森林再生基金」（FRONT80）の募集について 

 

１ 概要 

 

(1) 当金庫は，企業の社会貢献ならびに社会的責任に対する関心の高まり等を勘案して，   

創立 80 周年を迎えたのを機に，「公益信託 農林中金 80 周年森林再生基金」（FRONT80）

を平成 17 年に設定し，森林保護（保全）を通じた社会貢献事業に取り組んでいます。 

 

(2)  本取組みは，国内の森林の荒廃が進み，地球温暖化防止をはじめとした多面的機能を

発揮できない状況を踏まえ，特定公益信託（信託財産 10 億円，期間 10 年程度，1 年   

当たり 1億円程度を助成）を活用して，国内の荒廃した民有林を再生する事業・活動に

対して助成を行う事業です。 

 

(3)  これまでに実施された平成 17～22 年度助成対象事業の募集では，全国から 216 件の

応募があり，第１次の書面審査，第２次の現地審査を経て最終的に 28 件（平成 22 年度

(第６回)は，３森林組合，1 同連合会，１NPO 法人，１事業協同組合（助成金額：    

116 百万円））が選定されています(参考１，２)。なお，当基金のスキーム図は，    

参考３のとおりです。 

 

(4)  また，当金庫は「フォローアップ事業」として，助成先の事業実施に際し森林生態学

や森林施業，森林情報管理等の専門家を派遣し，事業完成に向けたサポートを併せて 

実施していますが，引き続き，助成先のニーズに応じたサポートを実施していくことと

します。 

 

(5) 今般，当該基金の運営委員会の助言に基づき，平成 23 年度の募集要項が決定し，  

助成対象事業の募集を開始することとなりましたのでお知らせいたします。 

 

 

２ 募集要項の概要（詳細は，別紙「募集要項」のとおり） 

 

(1) 助成対象事業 

国内の荒廃した民有林の公益性を発揮させることを目指した活動であって，地域の 

森林に対する長期ビジョンをもった活動で，かつ費用対効果に十分配慮した創造性が 

高いと認められる以下の事業 

a 複数の森林所有者との長期安定的な契約に基づく，ひとまとまりとなった荒廃林の

再生事業（多面的機能の向上を目指した利用間伐・切捨て間伐，被害森林の整理伐・

更新，天然更新のための択伐等の施業を条件とする。） 

b 上記に附帯する林地境界確定，林地調査，不在村者調査等 

c その他目的を達成するために必要な事業 
 
(2) 助成対象者                       

以下の全ての条件に該当する者を対象とします。 

プレスリリース 



 

 

a 営利を目的としない団体で法人格を有するもの。ただし，地方公共団体を除く。 
（例）森林組合・農協・漁協等協同組合，特定非営利法人，社団・財団等 

b 過去の活動歴等からみて本活動を運営するのに十分な能力，知見を有する団体。 
c 対象事業の実施状況および予算・決算などの財政状況について，当基金の求めに応

じて適正な報告のできる団体。 
 
(3) 助成金額 
a 平成23年度募集分の助成金総額は100百万円を予定します。 
b 1件あたりの助成金の限度額は30百万円とします。 
 

 
(4) 助成期間 
a 支援の対象となる事業の実施期間は，原則として平成24年4月1日以降に開始し，平成 

25年3月31日以前に終了するものとします（1年間）。 
b 複数年度にわたる事業の場合は，複数年にわたる事業計画を提出してください。ただし

助成は，初年度のみとなります。 
 

(5) 募集期間 

平成 23 年 5 月 16 日（月）から平成 23 年 7 月 15 日（金）（当日消印有効） 

 

(6) 募集方法 

a 「助成金交付申請書」に記入のうえ，当該基金の事務受任者である全国森林組合  

連合会あてに申請してください。 

b 「募集要項」，「助成金交付申請書」，「Ｑ＆Ａ」は，全国森林組合連合会（最新トピ

ックス）および農中信託銀行（社会貢献活動）のホームページ，または当金庫   

（ニュースリリース一覧）のホームページをご覧ください。 

 
   ＊ 募集方法等にかかる問合せ先は，以下のとおりです。 

○ 全国森林組合連合会 組織部     ＴＥＬ03-3294-9719 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-1-12 コープビル 8Ｆ 

(http://www.zenmori.org/) 

○ 農中信託銀行㈱ 営業第一部     ＴＥＬ03-5281-1340 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-1-12 コープビル 1Ｆ 

 (http://www.nochutb.co.jp/) 

○ 農林中央金庫 農林水産環境統括部  ＴＥＬ03-5220-9554 

〒101-8420 東京都千代田区有楽町 1-13-2 DN タワー21 9Ｆ 

(http://www.nochubank.or.jp/） 

 

３ 平成 23 年度の本事業スケジュール（予定） 

平成 23 年 5 月 16 日 募集開始 

平成 23 年 7 月 15 日 募集終了 

平成 23 年 10 月頃  一次審査（助成先候補選定） 

平成 24 年 2 月頃  二次審査（助成先決定）             

 以 上    

 

 【本件に関する問合せ先】 

 農林中央金庫 広報部(岡元，長谷川) 

       TEL ０３－５２２２－２０１７ 



 

 

 

 

 

 

１.趣旨 

森林は、農林水産業の持続的な発展に資することに加え、近時、地球温暖化防

止、水源涵養、自然災害防止、保健文化機能等、その多面的機能を評価されてい

ます。しかし一方で、戦後の拡大造林期に植林した人工林が成熟期を迎えつつあ

るなか、山村の高齢化・不在村化が進み、施業意欲の低下から間伐等の手入れが

放棄され、過密のまま痩せ細り土壌が流出する、また伐採後の再植林が放棄され

る等、その多面的機能を果たしえない状況となっています。 

本公益信託は、こうした国内の荒廃した民有林の再生により、森林の公益性

を発揮させることを目指した活動に対し助成していくことを目的としています。 

 

２.助成対象事業 

国内の荒廃した民有林の公益性を発揮させることを目指した活動であって、

地域の森林に対する長期ビジョンをもった活動でかつ費用対効果に十分配

慮した創造性が高いと認められる以下の事業に対する助成金の支給。 

(1) 複数の森林所有者との長期安定的な契約に基づく、ひとまとまりと

なった荒廃林の再生事業（多面的機能の向上を目指した利用間伐・切捨

て間伐、被害森林の整理伐・更新、天然更新のための択伐等の施業を条

件とする） 

(2) 上記に附帯する林地境界確定、林地調査、不在村者調査等 

(3) その他目的を達成するために必要な事業 

 

・ 「複数の森林所有者」には、入会集団、財産区、生産森林組合等を含む。 

・ 対象森林は 5ha 以上のひとまとまりとなった民有林とする。ひとまとまりとは、

対象森林同士が隣接していることを基本とするが、林道が通っており一体的

に施業が可能である等、合理的にひとまとまりと判断できればこれを認める。 

・ 「長期契約」とは、森林経営信託契約・長期経営委託契約・長期施業委託

契約・長期管理委託契約(期間 5 年以上)等とする。 

・ 附帯事業には林地境界確定、林地調査、不在村者調査等の事業を含む。 

・ 荒廃した民有林とは、現に荒廃した森林に加え、間伐遅れ林分等のこのまま

推移すれば荒廃する恐れのある林分を含む。 

 

 

平成23年度 

公益信託 農林中金80周年森林再生基金 募集要項 

（ F R O N T 8 0 ）  

別紙



※ 事業の中でも、次のような緊急性、波及性、新規性等が高い事業・活動

を選定します。 

 例 (1) 山づくりの長期的ビジョンが描かれ、それに基づいて申請事業の位置

づけが明確な事業 

(2) 施業対象となる森林の整備が危急と認められる事業 

(3) ノウハウ・技術・生産性の向上、コスト削減等により、助成金終了後

も事業の継続性、波及性が認められる事業 

(4) 協同組合・地元住民・ボランティア・行政等と連携した活動 

(5) 過去に例の少ない先進的事業（不在村者の森林経営信託等） 

 

※ 対象事業の範囲は、森林整備（施業）と直接・密接に関連する取組までと

します。 

例 間伐した立木を共販所（原木市場）又は製材工場まで運び込んだ段階

まで。 

※ 付帯事業（ソフト事業）のみの申請も認めます（ただし上限金額15百万円以

内）。この場合、次年度に必ず森林整備のハード事業を計画し、ソフト事業計

画と同時に提出して下さい。次年度のハード事業についても、助成の有無にか

かわらず事業結果の報告をしていただきます。また、このハード事業について、

翌年に基金に応募（既助成決定分と合わせて30百万円以内）いただくことは可

能です。 

 

３.助成対象者 

以下の全ての条件に該当する者を対象とします。 

(1) 営利を目的としない団体で法人格を有するもの。ただし地方公共団体

を除く。 

例 森林組合・農協・漁協等協同組合、特定非営利活動法人、社団・

財団等 

(2) 過去の活動歴等からみて本活動を運営するのに十分な能力、知見を有する

団体。 

(3) 対象事業の実施状況および予算・決算などの財政状況について、当基金

の求めに応じて適正な報告のできる団体。 

(4) 共同申請も可能です。その場合代表者を明記した上で申請してください。 

 

 

 

 

 

 



４.助成金額 

(1) 平成23年度募集分の助成金総額は100百万円を予定します。 

(2) 1件あたりの助成金の限度額は30百万円とします。 

・ 助成金額は、対象事業の所要資金から、①申請者、森林所有者に対する公的

な補助金、②対象森林の原木等の販売収入額（助成対象間伐事業等から見

込まれる原木販売代金の全額）を除いた部分で、③上限30百万円として助成

を行います。 

・ 支給方法は「７ ．選考方法と助成金支給、報告提出義務」を参照ください。 

 

５.助成期間 

(1) 助成の対象となる事業の実施期間は、原則として平成24年4月1日以降に開

始し、平成25年3月31日以前に終了するものとします（一年間）。 

(2) 複数年度にわたる事業の場合は、複数年にわたる事業計画を提出してくだ

さい。ただし助成は初年度のみとなります。 

 

６.助成金の対象となる経費 

・ 事業活動に要する、常識的な範囲・金額にかかる各種経費を対象とします。 

・ 助成対象となった全ての経費につき明確な積算根拠の資料を提出いただき

ます。（物品購入等については申請時に見積書等、事業完了後には領収書が

必要です。人件費等については積算根拠の数字について説明資料が必要で

す。） 

 

・ 活動に直接携わる者の人件費 

（ハード事業）伐出費、運搬費、作業道開設費、造林保育費 

・ 当該活動に必要な林業機械・車両の燃料費、償却費 

・ 林業機械や車両、パソコン等のリース、レンタル料 

・ 当該活動に必要なパソコン等のソフトウェア 

・ 当該活動に必要と認められる高価でない作業用具、資材、資料の購入

費やリース・レンタル料 

・ 現地での活動に係る電車、車等の交通費、レンタカー代 

・ 当該活動に係る保険料 

・ 当該活動に係る外部の講師や専門家への謝金と実費交通費 

（ソフト事業）境界確定等調査費、座談会・郵送代等推進費、研修会議費、森

林データ整備費 

・ 当該活動に必要な会議等開催場所の借上料、会議資料作成費、機器レ

ンタル料 

・ 当該活動に必要な事務用品購入費用、文書等郵送費 

・ 当該活動に必要な森林データベース作成費 



以下のものは原則として対象になりません。 

・ 林業機械や車両、パソコン等の高額なものや汎用性が高いものの購入

費用 

（ハード事業） 

・ 遠隔地への移動に係る交通費 

・ 団体の事務所等の購入費や維持費、家賃等 

・ 外部の研修会や講演会への参加費、出張費、宿泊費等 

（ソフト事業） 

・ 団体、個人との交流費、交際費、接待費等 

・ 団体、個人への会費、寄付金、謝礼、土産代 

・ 掲載料、放送料等のかかる広告・広報の費用等 

 

７．選考方法と助成金支給、報告提出義務 

(1)一次審査（

・ 主に事業内容の公益性・創造性・事業効果等および申請団体の事業運営能

力を審査します。 

平成23年10月頃） 

 

(2)二次審査（平成24年2月頃

・ 一次審査を通過した団体について、事業計画数字の適正性を審査・検証しま

す。必要となる詳細な積算根拠資料等を提出いただきます。 

） 

・ 原則として現地実査を行い、事業計画との整合性を検証します。 

・ 相場と乖離した不適正な事業数字の計上、著しい資料提出遅延等の不誠実な

対応等が見られた場合は、審査対象外とします。 

 

(3)概算払い（前払い）の実施（平成24年4月以降

・ 本基金の助成は、原則として1年後の事業完了後、報告書等の提出、事業内

容の精査後に支給します。 

） 

・ ただし、希望される場合には、二次審査終了、助成決定後、助成決定額の半

分まで概算払い（前払い）を実施します。 

・ 概算払い（前払い）は1回のみです。その場合は「概算払い請求書」を提出

ください。 

 

(4)事業の完了、助成金支給（平成25年5～6月頃

・ 事業完了後1ヶ月以内に、「事業完了報告書」や成果物等を提出していただき

ます。 

） 

・ 事業完了報告等の精査後、内容が適正であれば、助成金を支給します。概算

払い実施済の場合は残額を支給します。 

・ 事業完了報告により必要額が決定額を下回る場合は、余剰分については助成



を見送らせていただきます。報告内容に不適正な数字の計上がある場合や報

告書の著しい提出遅延等、不誠実な対応がある場合には、助成金を支給せず、

また概算払い（前払い）実施済みの分は返金していただくことがあります。 

・ 原則として現地実査を行い、事業完了報告との整合性を検証します。 

・ 事業完了後も継続して報告を求めることがあります。 

 

８．募集期間と応募方法 

(1) 募集期間 

（当日消印有効） 

平成23年5月16日（月）～平成23年7月15日（金） 

(2) 所定の申請書に記入の上、正・副２ 部を郵送してください。 

 

９．その他 

(1) 提出いただいた申請書および添付書類は返却いたしません。選考結果は

申請者全員に書面で通知いたします（一次審査結果平成23年10月頃、二次審

査結果平成24年2月頃

(2) 原則として、助成先の了承を得て事業内容を公開します。 

）。 

(3) 当基金についての詳細を別途「Ｑ ＆Ａ 」として取りまとめておりますので、

参照して下さい。 

 

10．問合せ及び申請書請求、送付先 

所定の助成金交付申請書を全国森林組合連合会宛請求し、ご記入のうえ、正・

副２ 部を本基金の事務受任者である全国森林組合連合会あてにご提出ください。 

なお、申請書は全国森林組合連合会のホームページ（全森連からのお知らせ）

からダウンロードすることができます。また、募集要項等は農中信託銀行（社会

貢献活動）、農林中央金庫（ニュースリリース）のホームページでも参照いただ

けます。 

全国森林組合連合会ホームページ：http://www.zenmori.org/ 

 

 

 

 

 

公益信託 農林中金８０周年森林再生基金の問合せ先 

 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-1-12 コープビル 8Ｆ  

全国森林組合連合会 組織部      TEL 03-3294-9719 

 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-1-12 コープビル 1Ｆ  

農中信託銀行 営業第一部       TEL 03-5281-1340 

 

〒100-8420 東京都千代田区有楽町 1-13-2 Ｄ Ｎ タワー21 9Ｆ  

農林中央金庫 農林水産環境統括部   TEL 03-5220-9554 



11．個人情報の保護に関する法律について 

（1）平成17年4月1日から、個人情報の保護に関する法律（以下、個人情報保護法）

が施行されました。本基金の申請資料（添付資料）には、林地所有者の名前

や住所等の個人情報が入ることになります。申請者においては、個人情報保護

法に基づいた適切な対応をお願いいたします。 

（2）個人情報を取得した場合、本基金の申請（主に二次審査）にあたっては、

所定の資料のほかに上記個人情報保護法に対応した資料（利用目的明示の

資料等）の添付をお願いいたします。同資料の添付がなく申請資料に個人

情報が記載されてある場合には、当該申請資料は受領できませんので、ご

注意ください。 

 

【参考】提出資料例 

「助成金交付申請書」、法人登記簿謄本、直近の営業報告書・財務資料、 

○申請時（一次審査前、6～7月） 

その他関係資料 

積算根拠資料、所有者との長期契約（写）、個人情報保護法対応資料、 

○  〃 （二次審査前、11～12月） 

その他関係資料 

「事業完了報告書」、事業報告書、確認資料（帳簿、契約書、領収書等の

写し、事業実施前後の写真、成果物にかかる資料） 

○報告時（事業完了後、4月頃） 

 

以  上 

 
 



 

平 成 2 2 年 度 （ 第 ６ 回 ） 助 成 決 定 案 件 の 概 要 等 

 助 成 対 象 先     事 業 の 概 要 と 評 価 の ポ イ ン ト 
事業名： デジタル森林管理 ～森林経営の再生を目指して～ きたしんしゅう 

北信州森林組合 
（長野県） 

 
 
対象地面積 ３８８ha 
 

 

 当地域は，リゾート開発・構想があったものの，その後の撤退により，整備

が放棄された荒廃森林が多く存在し，また，境界不明の集落林も多く，交通の

便の良さもあり，ごみの不法投棄等の新たな問題も発生している。 
 当事業では，放棄された森林を，もう一度，地域の管理下に取り戻すため，

境界明確化，資源量調査を実施し，そこで得られたデータを GIS でデジタル管

理し，森林整備（ハード）事業に結びつけることで，地域森林の持続的利用モ

デルの構築を目指すという取組みが評価された。 

事業名： 美濃市ふくべの森入会林野再生モデル事業 そまのもりがくしゃ  

NPO 法人杣の杜  学舎 
（岐阜県） 

 
 
対象地面積  ２０ha 
 

 

 当地域は，美濃市片知地区の水源の源流部に位置し，官行造林地として管理

されてきた森林である。分収契約期限の到来を機に，皆伐を回避するため地域

住民が立木を買い取ったものの，地元には森林管理の知識と技術を持った人材

が減り，共有林管理の再構築が課題となっている。 
当事業では，既に切捨て間伐等を行い，地域住民から信頼を得ている NPO

法人が指導的役割を務め，地域住民とともに森林整備のモデル林を設置し，地

域住民による共有林管理体制の再構築を目指すという取組みが評価された。 
事業名： 森林ゾーニングによる多様で健全な森林づくり事業  ちゅうせい 

中勢森林組合 
 （三重県） 
 
 
対象地面積 １５８ha 
 

 

 当地域の森林は，全国的にも珍しい谷から尾根にかけた狭い帯状の所有界，

かつ植栽も同時期で，境界明確化に多大の費用と労力を要することから，森林

整備がされずに放置され，多面的機能が失われつつある。 
 当事業では，対象地をオオサンショウウオ等の貴重動植物の保全にも配慮し

たゾーニングを行い，境界調査，林況調査結果に基づき，人工林については路

網整備，高性能林業機械の活用による低コスト化に努め，Ｃ材搬出を含めた各

段階のコスト検証を行うという取組みが評価された。 
事業名： 川上村下多古峰の平 作業道作成工事及び周辺間伐事業 よしの 

吉野林業協同組合 
 （奈良県） 
 
 
対象地面積 １００ha 
 

 

当地域は，古くからの林業地で，優良材を生産し，高い材価により高コスト

のヘリ集材費用を賄うことができたことから，急峻な地形ということも相まっ

て，他地域に比べ路網整備への関心が低く,その整備が著しく遅れている。 

 当事業では，これまで一部組合員が実践していた「壊れない作業道づくり」

の技術を吉野地域の林業家で共有することで，現場までの通勤時間を含めた労

働強度の軽減，利用間伐等の低コスト化を図り，長伐期施業を旨とした適正な

森林整備を行い，地域経済の発展，若き林業労働者の確保を目指すという取組

みが評価された。 

事業名： 熊本市西部域民有林の森林境界明確化と森林の保全対策 くまもとけん 

熊本県森林組合連合会 
 （熊本県） 
 
 
対象地面積 １７８ha 
 

 

 当地域は，熊本市の民有林が集中しているが，森林組合が解散し，民有林に

対する森林整備等の働きかけが全く行われず，補助制度の活用も行われなかっ

たこと，森林所有面積も大半が 0.3ha 以下と極めて零細であることなどから，

手入れ不足による荒廃森林の割合が高くなっている。 

 当事業では，連合会が自ら集約化を行い，境界の明確化，作業道の整備，利

用間伐等の集約化施業を実践し,当地域の森林整備を推進することに加え，集

約化施業の実践ノウハウを蓄積し，連合会として本来果たすべき森林組合への

指導機能の強化を図ろうとするとする取組みが評価された。 

参考１



 

事業名： ふるさとの森再生事業 ～台風被害からの復活～ そおちく 

曽於地区森林組合 
 （鹿児島県） 
 
 
対象地面積  ８１ha 
 

 

 当地域は，志布志湾沿いに位置する台風被害を受けやすい地域である。未だ

に，平成５年の激甚な台風被害を受けた後遺症が残り，本事業地の林分では，

台風によるキズなどで一般用材の割合が低く，材価が安いことなどから，森林

所有者の森林離れが進み，荒廃林分が増加している。 

 当事業では，私有林と公有林とを一体として集約化し，私有林について森林

現況に対応した施業方法を検討した上で，人工林については，路網整備を行い，

高性能林業機械を活用した効率的な施業を行い，森林所有者の意識を高め,台

風に強いふるさとの森の再生を図ろうとする取組みが評価された。 

 



参考２ 　　
　　　　　森林再生基金（FRONT80)の助成先一覧（平成１７～２２年度）

区  分 助 　成 　団　 体 　名 都道府県 事                       業                       名

17年度 雄勝広域森林組合 秋田県 雄
ゆーとぴあ

湯郷森林境界再現保存整備事業

(第１回） 加子母森林組合 岐阜県 『美林萬世之不滅』の山づくり
　　びりんばんせいこれをたやさず

三次地方森林組合 広島県 森林組合型「森林経営信託モデル事業」
新居(いしづち)森林組合 愛媛県 森林再生化事業(長期施業委託）

１８年度 金山町森林組合 山形県 桝沢水源の森再生整備事業－循環型社会の自律した森づくり－
(第２回） 東白川村森林組合 岐阜県 急傾斜地森林経営環境整備事業

真庭森林組合 岡山県 低コスト施業とバイオマス活用で進める低質林改良モデル事業
美馬森林組合 徳島県 「調和の森」造成事業
南那珂森林組合 宮崎県 再生！　飫肥林業(森林ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築による高付加価値材の生産と森林管理）

１９年度 森林組合あおもり 青森県
ヒバの天然更新を生かす路網整備による循環型の森づくり事業－平内町夏泊半島地区にお
ける持続的林業経営の確立ー

(第３回） 飯伊森林組合 長野県 里山の森林再生事業　～マツクイ被害からの再生～
NPO法人山里の暮らしと豊か
な森を守る会

長野県 わがふる里のもり再生整備事業

三次地方森林組合，上布野生
産森林組合

広島県 森林組合型「経営信託モデル事業」ステップ　生産森林組合再生プログラム

２０年度 富山県西部森林組合 富山県 未来へつなぐ　里山再生プロジェクト
(第４回） 松阪飯南森林組合 三重県 林地残材を有価に　－低コスト生産システムの構築と分析－

生栖生産森林組合 兵庫県 大橋式作業道による「壊れにくい作業道開設」事業の実践
日南町森林組合 鳥取県 循環型林業地の形成　～林業収入の安定的確保～

２１年度 多野東部森林組合 群馬県 林業の未来に向けて　～将来に繋がる森林づくり～
(第５回） 上伊那森林組合 長野県 マツ林再生による地域林業活性化事業

静岡県森林組合連合会 静岡県 森林組合未組織地域における低コスト作業システムの推進
津山市森林組合 岡山県 広戸地域水源林再生事業　～価値ある森林を後世に継承するために～
いしづち森林組合 愛媛県 温航知森！　過去の航空写真を使った森林境界明確化事業

２２年度 北信州森林組合 長野県 デジタル森林管理　～森林経営の再生を目指して～
(第６回） NPO法人杣の杜　学舎 岐阜県 美濃市ふくべの森入会林野再生モデル事業

中勢森林組合 三重県 森林ゾーニングによる多様で健全な森林づくり事業
吉野林業協同組合 奈良県 川上村下多古峰の平　作業道作成工事及び周辺間伐事業
熊本県森林組合連合会 熊本県 熊本市西部域民有林の森林境界明確化と森林の保全対策
曽於地区森林組合 鹿児島県 ふるさとの森再生事業　～台風被害からの復活～



参考３ 

「公益信託 農林中金 80 周年森林再生基金」（FRONT80）のスキーム図 

農林中央金庫 
 (委託者・出捐者) 

農中信託銀行 
(受託者) 

公益目的執行・日常的運営・財産管理 
(事務委任先)全国森林組合連合会 

主務省 
農林水産省 

助成先 

助成先 

助成先 

①申請 ②許可 

⑦助成組合推薦 
事業助言・勧告 

③公益信託設定 

④監督 

⑥応募 

⑨助成金 
⑤信託法上の

権限行使，承認 

運営委員会※2 信託管理人※1 

※1 不特定多数の受益者

の代表として，受託銀行

の職務執行を監督し，重

要事項を承認する。 

森林所有者 

森林所有者 

森林所有者 

森林所有者 

森林所有者 

森林所有者 

⑧長期安定

契約 

・ 森林組合・農漁協

等協同組合 
・ NPO 法人 
・ 社団・財団  等 

※2 公益目的遂行のため助成先

の推薦や公益信託の事業遂行に

ついて助言・勧告を行う。学識

経験者数名で構成。 




